
行政経営会議 事案書 
開催日：令和 ５年１０月２５日（水）  

 担当課：街づくり施設部 街づくり総務課 

件  名：大和市マンション管理適正化推進計画について 

提出理由：大和市マンション管理適正化推進計画の策定にあたり、その内容について了承を得るため 

内  容： 
１．背景 
・全国的に高経年マンションが増加し、マンショ
ン自体の住環境・資産価値の低下、更には周辺
住環境への悪影響が懸念されている。 

・国は、令和２年６月に「マンションの管理の適
正化の推進に関する法律」を改正し、管理組合
が作成したマンション管理計画が一定の基準
を満たす場合に、適切な管理計画として、地方
公共団体が認定できる制度を創設した。 

・県は、令和４年３月に「マンション管理適正化
推進計画」を策定し、県内町村を対象としたマ
ンション管理に係る各種施策を開始した。 

・本市は、これまで、国等の動向を注視しながら、 
先進自治体へのヒアリングや国との情報共有 
などを行っていたが、最近の県内自治体の動き 
なども踏まえると、マンション管理適正化推進
計画を策定する時期に来ていると判断した。 

 
２．本市の状況 
・市内の分譲マンションは、１８，１８０戸ある
が、そのうち３３年以上経過しているマンショ
ンの割合は２４％となっており、築年数の古い
マンションが一定数存在している。 

 
３．計画策定の必要性及び考え方 
・本市においても、他自治体と同様、マンション
管理組合の機能低下や区分所有者の高齢化に
より、十分な維持管理ができていない老朽化し
た高経年マンションが増加することが懸念さ
れる。 

・また、これは、住環境や資産価値の低下につな
がるだけでなく、将来、管理不全による壁面崩
落等によって、周辺住民への生活にも悪影響を
及ぼす可能性がある。 

・そこで、本市においても、マンション管理適正
化推進計画を策定し、マンション管理計画の認
定など、必要な各種施策を講じることにより、
マンションの計画的な維持修繕や適正な維持
管理を促すとともに、良好な住環境の維持を図
ることとする。 

４．計画の主な内容 
（１）計画期間 

令和６年度から令和１０年度までの５年間
とする。 

（２）マンションの管理の適正化を推進するため 
の施策に関する事項 

①助言・指導 
管理組合等に対し、関係法令に基づく適切な
助言・指導等の支援を行う。 

②マンション管理計画の認定 
管理組合が作成し、国の認定基準への適合状
況を公益財団法人マンション管理センター
にて事前に確認された管理計画について、市
で審査後、認定通知書を発行する。 

（３）マンションの管理状況を把握するために市
が講ずる措置に関する事項 

①登記簿等に基づく、構造や床面積等の詳細情
報の収集 

②管理組合の運営や経理状況、工事の実施等の
調査 
 

５． 計画策定による効果等 
（１）大規模修繕等が行われたマンションに対す

る固定資産税の減額措置（わがまち特例） 
①令和５年度税制改正において、税の特例措置
(わがまち特例)が創設され、令和７年３月 31
日までに長寿命化工事を完了し、一定の要件
等を満たした上で管理計画の認定を受けた
マンションを対象に、工事が完了した翌年度
分の建物に係る固定資産税を 1/3 を参酌し
て1/6以上1/2以下の範囲内で市町村の条例
で定める割合を減額することができる。 

②県内各市の中でも分譲マンションの戸数が
上位にある本市においては、適切な長寿命化
工事の実施等に向けた管理組合の合意形成
を後押しするため、最大の減額割合となる
1/2 にて市税条例改正議案を上程する予定で
ある。 

（２）管理計画認定を取得したマンションの取得 
等にあたっての金利優遇措置 

 ①住宅金融支援機構融資のフラット３５及び
マンション共有部分リフォーム融資の金利
の引き下げ措置等を利用することができる。 

経  過 

R2.6 法改正 

R4.3 県が計画策定し、県内町村のマンション管 

理に係る施策を開始。 

 

今後の予定 

R5.11 市民意見公募手続 

R6. 1 管理適正化推進計画策定・公表 

R6. 3 市税条例改正（わがまち特例） 

R6. 4 管理計画認定業務開始 

 


